
 

 

栃木県多重債務者対策協議会設置要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、多重債務者対策の推進を図ることを目的として設置される栃木県多

重債務者対策協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定め

る。 

 （協議事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を協議する。 

 （１）多重債務者対策の調整及び実施に関すること。 

 （２）市町村、関係機関等との連携方策に関すること。 

 （３）その他多重債務者対策の推進に関すること。 

 （組織） 

第３条 協議会は、別表に掲げる機関の長が指名する者をもって構成する。 

２ 協議会には会長を置き、会長は生活文化スポーツ部長の職にある者をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総括する。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名した者がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 構成員は、会議を開催する必要があると認めたときは、会長に会議の招集を求めるこ

とができる。 

３ 会長は、必要に応じて構成員以外の者の出席を要請することができる。 

４ 特定の項目に限定して協議を行う場合、会長は、関係する構成員のみを招集し、会議

を開催することができる。 

（事務局） 

第５条 協議会の事務局を生活文化スポーツ部くらし安全安心課に置く。 

２ 事務局は、協議会の運営に必要な事務を行う。 

 （その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

 

   附 則 

この要領は、平成１９年７月３１日から実施する。 

   附 則 

 この要領は、平成２３年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要領は、平成２４年１月１９日から実施する。 

   附 則 

 この要領は、平成２７年４月１日から実施する。 



 

 

 附 則 

 この要領は、令和５(2023)年４月１日から実施する。 

 

別表 

 

名          称 

栃木県弁護士会 

栃木県司法書士会 

日本司法支援センター栃木地方事務所 

栃木県社会福祉協議会 

栃木県労働者福祉協議会 

栃木県銀行協会 

栃木県信用金庫協会 

栃木県信用組合協会 

中央労働金庫栃木県本部 

日本貸金業協会栃木県支部 

宇都宮財務事務所 

栃木労働局 

栃木県市長会 

栃木県町村会 

栃木県 

栃木県教育委員会 

栃木県警察本部 

 


